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下振れは複合要因
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第一生命経済研究所 調査研究本部

エコノミスト 桂畑 誠治

％）と市場予想の同＋

▲0.8％とマイナス幅を拡大した。

％）と市場予想の同

低下、洪水被害のほか、自動車産業での

鉱工業生産が▲

マイナスに転じ

メーカーのリストラ

化学が拡大に転じたほか、コンピュ

また、アパレルが横ばいとなった。

プラスチック・ゴム製品
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、生産の縮小を背景に鉱工業全体が

も生産能力拡大、生産

85.8％）、石油・石炭

航空機・その他輸送設備が 78.8％（前月

コンピューター・電子機器

67.4％）と上昇した。一方、

自動車が 76.3

／ 定例経済指標

設備稼働率
全産業 製造業

(SIC)

＋78.2 ＋76.3

＋78.8 ＋76.6

＋78.1 ＋76.0
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サポートが減少を続けた。
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